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【論文要旨】
　本稿は，コンゴ民主共和国と近年国際問題にまで発展した「紛争ダイヤモンド」問題を世界経済
との関連で検討し，同国が「貧困の罠」に陥った要因と構造についての分析を試みた。まず「紛争
ダイヤモンド」問題の論点を整理し，国際社会の取り組みの仕方について検討する。そのうえで，
同国の政治経済構造を歴史的に傭轍し，90年代に生じた2度の内戦の要因を冷戦構造の崩壊のな
かで検討した。問題意識は「紛争ダイヤモンド」問題の背後に横たわる同国の抱える問題について
の考察にあり，世界経済との関わりのなかでコソゴ民主共和国の構造的欠陥問題がどのようにして
養成されてきたかを探ることにある。国連・NGOが指摘する不法採掘一武器密輸一紛争スパイラ
ルの悪循環だけにとどまらず，政治エリートを中心とした国家の私物化とその機能不全，先進諸国
政府と多国籍企業とコンゴ民主共和国間との悪循環を政治経済的に分析することで「紛争ダイヤモ
ンド」問題が抱える本質課題を明らかにすることを目的とする。
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おわりに
はじめに
　アフリカ中南部に広がるコンゴ民主共和国（Democratic　Republic　of　the　Congo，旧ザイール）1
は，日本の約6倍，欧州に匹敵する広大な国土面積（230万km2）を誇っている。アフリカの大動
脈と呼ばれる世界で6番目に長いコンゴ川（全長4，375km）が国内を横断し，川沿いの低地は密
生した熱帯林でおおわれている。温暖な気候に加え，コンゴではダイヤモソド，金，銅，コバル
ト，亜鉛，スズ，石炭，原油等の主要鉱物をはじめ，タンタル（後述），ゲルマニウム，マグネシ
ウム，ウラニウム等の希少金属も産出される。こうした肥沃な大地と温暖な気候，そして豊富な地
下天然資源を保有しているにもかかわらず，同国は世界のなかでも最底辺に属する貧困国である。
国連開発計画（UNDP）が毎年発行している『人間開発報告　2003』によれば，コンゴの人間開
発指数（HDI：Human　Development　Indicator）は175力国中167位で，人口の47％が40歳まで生
存できず（平均余命40．6歳），5人に1人が5歳まで生存できない。また，2001年の一人あたりの
国民総所得（GNI：Gross　National　Income）は80ドルで，サハラ以南のアフリカ諸国2の平均461
ドルをはるかに下回っている（World　Bank［2003］）。総人口5，400万人を抱えるコンゴ政府の歳
入額（2億2，300万ドル）は，人口44．5万人のアソトワープ市（ベルギー）の財政予算の10分の1
に過ぎない（Dietrich［2002：3］）。
　コンゴは約半世紀におよぶベルギーの植民地統治の歴史を経たあと，1961年に念願の独立を達
成した。しかし，政権に就いたモブッ（Mobutu　Sese　Seko）大統領は，その後30年間にわたり国
民の人権を躁躍し，容赦のない圧制のもと国家の私物化と腐敗にまみれた独裁政権を構築する。ロ
ーラソ・カビラ（Laurant－D6sir6　Kabila）将軍（当時）が1997年に武装蜂起しモブツ大統領を放
逐した（第一次内戦）が，新政権発足からわずか15カ月後の翌98年8月，再び内戦が勃発する。
この第二次内戦は周辺6力国を巻き込み「アフリカ大戦」とも呼ばれる大規模紛争に発展し，
2002年9月に4年の戦乱を経て終結する。長期独裁政権と未曾有の内戦による政情不安で国土は
荒廃し，国民は完全に疲弊した。
　神の祝福を受けたような無尽蔵の資源を有する同国が，何故世界でも類をみない貧困国に陥った
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まま内戦を繰り返すという悲劇の歴史を繰り返さなければならないのか。その原因・阻害要因を追
究することが本稿の最終的な目的である。本稿ではその解明作業の一端として近年国際問題にまで
発展した「紛争ダイヤモソド」問題を世界経済との関連で検討し，同国が「貧困の罠」に陥った要
因と構造についての分析を試みたい。まず第1節では現在論議されている「紛争ダイヤモソド」
問題の基本的論点を整理するとともに資源をめぐる癒着ネットワーク関係を指摘する。そのうえで
第2節では植民地独立から現在に至るまでの歴史的推移を概観し，同国の政治経済構造と2度に
わたる内戦の背景とその要因を分析する。すなわち本稿の目的は，「紛争ダイヤモソド」問題の文
脈を歴史的経緯とコンゴ国内外の構造的欠陥問題を議論の姐上に載せることで，「紛争ダイヤモソ
ド」問題を国際社会のアドボカシーだけで終わらせるのではなく，問題の背後に横たわる同国の本
質課題を明らかにすることにある。
1．「紛争ダイヤモンド」問題の視座
（1）ダイヤモンド産業の構造一アフリカの占める位置
　コンゴに限らずアフリカ大陸は豊富な鉱物資源の宝庫であり，西側先進諸国の工業化に必要不可
欠な多くの金属鉱産物が産出される。米国地質調査所（USGS）の2001年統計によれば，世界全体
の56％のダイヤモンド（宝飾用）がアフリカで産出され，金29％，プラチナ48％，コバルト35％，
ウラニウム22％，といずれも高い比率を占めている（USGS［2001］）。このためアフリカの多くの
諸国が自国の資源賦存に依存した産業構造となっており，輸出品目に対する鉱物資源の偏重がみら
れる。例えば，原油（ナイジェリア，アソゴラ，ガボソ），ダイヤモソド（ボツワナ，ナミビア，
南アフリカ，アンゴラ，コンゴ），金（南アフリカ，ジンバブエ，ガーナ）など，多くのアフリカ
諸国の経済が鉱業輸出によって支えられている3。他のアフリカ諸国同様，コンゴの産業構造は地
下天然資源に依存する資源輸出国であり，鉱業部門がGDPに占める割合は25％，総輸出に占める
比重は4分の3に達している。なかでもダ・イヤモンドの輸出は重要な外貨獲得源となっている
（表1）。
　特に80年代後半まで，コンゴは世界最大の工業ダイヤモンドの産地で，一国だけで世界の総生
産量の約6割を産出していた（宮本・岡倉［1984：8］）。2000年，世界26力国で産出されているダ
イヤモンド原石の総額は79億ドルで，そのうち56％がアフリカ産である（USGS［2001］）。ダイ
ヤモンドの成分は炭素の純結晶体であるが，泥土のなかに眠る原石が58面のブリリアント形に研
磨加工される過程で価格は飛躍的に上昇する。ダイヤモンド原石の価格は流通過程で7～10倍に増
加し，小売価格の総額は560億ドル（1999年）となっている。市場別小売価格では，米国が246億
ドルで首位（全体の44％），次いで日本は106億ドル（19％）で世界第2位のダイヤモンド消費国
となっている4。
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表1：コンゴの主要な鉱物資源産出高（トン）｝
1997 1998 19992000 　　　　　　　　皇Q001　i
コバノレト（1） 2，808 4，490 5，180 4，320 4，071
コロソバイトータソタライト NA。（2） N．A． N．A． 450（e） 200（e）
銅 39，651 34，994 32，000（e） 21，000（e） 20，988
金（Kg） 394 151 207 52 50（e）
亜鉛 1，660 1，147 一 215 1，014
ダイヤモンド（3）
i1000カラット） 21，977 26，083 20，1167，700（e） 18，200
鉱夫 15，558 19，252 15，328 13，200（e） 12，000（e）
MIBA（4） 6，328 6，443 4，732 4，328 6，200
石炭（渥青質） 5，000 5，000 一 一 1，000
原油（1000バーレノレ） 10，146 9，444 8，650 10，300 11，500（e）
（e）推計値
　　（1）再加工後の粉石も含む。②コロソバイトータンタライトは炭鉱夫によって手作業で採掘されている
　が，生産量は不透明で推算可能な信頼性できる生産データはない。（3）採掘量の約20％が宝飾用ダイヤモソ
　ドと推定される。（4）バクワソガ鉱物公社（Soci6t6　Minibre　de　Bakwanga）（国家持ち株比率は80％）。
出所：George　J．　Coakley，　The　Mineral　lndustry　of　Congo（Kinshasa），U．S．　Geological　Survey，2001．
②　ダイヤモンドの流通経路
　ダイヤモンド原石はキンバーライトと呼ばれる逆円錐形の火成岩に混在しており，先端部の残積
層やそれに近接した地表で発見される。また，アソゴラやシェラレオネでみられるように河川によ
って運ばれ川床の泥土でみつかる場合（漂砂鉱床）やナミビアのように河川から海域に流出したダ
イヤモンドが海底の堆積物のなかから発見されることもある5。コソゴの場合もアソゴラやシェラ
レオネと同様，漂砂鉱床が多く存在し，小規模零細な採掘人が水の中で比重を利用して分離し，ダ
イヤモソドを取り出すというごく単純な原理で一般的に採掘を行っている。ダイヤモンド採掘の方
法は，南アのキソバリー鉱山やボッワナのオラバ鉱山に代表されるように大規模な設備投資を通じ
た採掘作業の機械化が可能であるが，そのためには先進諸国の莫大な民間投資が必要であり，治安
面や経営上の問題によりコソゴでは機械化が進んでいない。コンゴのダイヤモンド鉱山は，南部カ
サイ州のムブジマイ（Mbuji－Mayi）や東部オリエンタル州のキサンガニ（Ksangani）に主要な鉱
山が集中しており，露天掘りのダイヤモンド鉱床では奴隷の様な悪条件のもと，ときには12歳の
少年が重労働に参加し，手作業による採掘作業が行われている。「ナショナル・ジェオグラフィッ
ク」誌（2002年3月）は，こうしたダイヤモソドの過酷な採掘作業の現状を詳細に報告し，採掘
労働者，泥沼に潜る作業員，過酷を極める採掘作業の様子を伝えている6。
　このようにして採掘されたダイヤモンド原石は，現地の仲買人や「窓口」（Comptoir）と呼ばれ
る買い付け事務所を経由して，原石の80％近くがアソトワープ（ベルギー）の取引所に持ち込ま
れる7。ダイヤ原石はその大半（90％）がイソドで研磨加工されたのち，宝石商や小売業者へ渡り
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最終的に消費者へ販売される。原石の採掘から市場へ出回るまで1～2年の歳月を要し，こうした
独特のダイヤ流通経路は「パイプライソ」と呼ばれている。この「パイプライソ」を組織し，牛耳
ることによって巨万の富を築いてきたのが世界最大のダイヤモンド会社デビアス社（De　Beers
Consolidated　Mines）である。
　1867年，英領植民地であった南アフリカのキンバリー付近で当時世界最大規模のダイヤモソド
鉱山が発見され，同鉱床での採掘が本格化するとダイヤ原石は供給過剰に陥り価格が暴落した。価
格の暴落に手を焼いた英国政府は，南アに入植していたセシル・ローズ（Cecil　John　Rhodes）を
後押しし，1888年にデビアス社を設立する。デビアス社は，キンバリー鉱山のダイヤモンド生産
を独占，南アフリカを中心に世界の主要なダイヤモンド鉱山を買収し続け，現在に至るまで世界の
ダイヤ原石採掘の50～70％とダイヤの国際市場価格を支配している。第一次大戦後の1929年，世
界最大の金鉱採掘生産会社アソグロ・アメリカンを設立したドイツ系ユダヤ人のオッペンハイマー
（Ernest　Oppenheimer）が役員（30年に社長）に就任したころ，世界大恐慌の影響でダイヤ市場価
格も大暴落した。デビアス社は原石を大量に買い支えて，値崩れを防こうとしたが，その過程で，
デビアス社のダイヤモソド支配が完成された。すなわち，デビアス社は，ダイヤモソドの値崩れを
防ぐために生産調整（Diamond　Producers　Association）を行い，販売を一手に引き受ける中央販
売機構（CSO：Central　Selling　Organization）をロソドソに設立（1929年），自社の在庫調整によ
ってダイヤモンド原石市場の需給全体を調節し，価格を維持するダイヤモソド・シソジケートを組
織する。これによってダイヤ原石を支配し，自由に価格をコントロールする価格安定システムを構
築する一方，生産実績に応じて販売内容と価格を決定，得た利益をプールすることで，生産調整に
不可欠な買い入れ資金を得るという巧妙な循環システムを作り上げた8。デビアス社は世界中の鉱
山から全量買い付け条件でダイヤ原石をかき集め，中央販売機構は「サイト」と呼ばれるダ・イヤモ
ソド取引をロンドソで年10回開催する。サイトで原石を買い付ける資格をもつ「サイトホルダー」
に対して，CSOは一方的に原石価格・数量を決定し独占販売する。
　こうした独占的なダイヤモンド産業と複雑な流通経路の穴隙を狙って表出したのが以下で検討す
る「紛争ダイヤモソド」問題である。
（3）「紛争ダイヤモンド」問題の射程
　「紛争ダイヤモンド」とは何か。その定義は諸機関によって微妙に差異が生じている。国連は，
「紛争ダイヤモンド」を「正統で国際的に認知された政府の打倒を目指し軍事活動を展開する武装
勢力の制圧下で産出され，軍事活動の資金源として利用されるダイヤモソド（原石）」と定義して
いる。またデビアス社は，「正統または国際的に認知された当該国政府に対し戦闘行為を行う勢力
が統治する地域で産出されたダイヤモソド」と定義している。ロンドソに本拠をおく環境保護・人
権擁護NGOであるグローバル・ウィットネス（Global　Witness）は，「選挙によってまたは国際
的に認知された政府に反対する勢力，もしくはいずれにせよこうしたグループに関与する地域で産
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出された」ダイヤモンドと定義している（Global　Witness［2000：01］）9。すなわち，ダイヤモソ
ドが違法かどうかは国際的に認知された政府によって採掘されたものか，反政府勢力によって採掘
されたものかに線引きされるが（武内［2000：52］），ここでは共通の認識である反政府勢力（ま
たはそれに加担するグループ）が政府の転覆を目的とした軍事活動の資金源としてダイヤモンド原
石を利用する点について論じる10。
　上述したようにアフリカでは鉱物資源の輸出収益の比重が非常に高く，特にダイヤモンドはそれ
自体がもつ希少性，持ち運びの簡便性などの点で，「紛争ダイヤモンド」問題が議論される以前か
ら，インフォーマルな生産と多様なルートを経由した密輸が横行していた。UNCTAD（2002）は，
アフリカのダイヤモソド輸出統計を発表しているが，同資料からも出産地不明の巨額のダイヤモン
ド輸出の存在が確認できる（表2）。　　　　　　　　　　　　　　．
　「紛争ダイヤモンド」問題が顕在化するのは，国連・NGOがこうしたダイヤモンド密輸で得た
収益が反政府武装勢力の武器の調達や装備，軍事費の財政的基盤となっておりアフリカの紛争の長
期化と和平プロセスへの移行を困難なものとしている，と指摘したことに端を発している。国連安
全保障理事会は1998年6月，アンゴラ全面独立国民同盟（UNITA：Uniao　Nacional　para　a
Independencia　Total　de　Angola）に対しダイヤモンドを密輸し武器を購入し続けている反政府武
装勢力として制裁措置を発動し，加盟各国にUNITAからかれらの武器購入資金源として利用さ
れるダイヤモンドの購入を禁止した（安保理決議1173，1176号）。つづいてグローバル・ウィット
ネスは1998年12月，「無法貿易一アンゴラ紛争における諸企業と諸政府の役割一」を発表し，デビ
アス社と中央販売機構がUNITAの採掘するアンゴラ産ダイヤモンド原石の買い付けに関与して
いるとして，デビアス社に責任を追及した。加えて，同国のダイヤは国連の禁輸措置にもかかわら
表2’アフリカのダイヤモンド輸出（100万ドル）ー?
1995 1996 19971998　　　　　更 1999 2000i　　　　　　軒
アンゴラ 245．0 327．0330．0 250．0 450．0600．0
ボツワナ 1，437．0 1，721．0 2，727．0 1，429．0 2，100．01，887．0
中央アフリカ 71．9 64．0 65．0 50．0 70．0 80．0
コートジボワーノレ 0．8 1．0 1．0 1．0 1．2 1．4
コンゴ民主共和国 450．0 500．0350．0 250．0 300．0 330．0
ガーナ 12．9 14．1 15．0 156．0 160．0 170．0
ギニア 27．9 25．6 L6 2．0 2．0 2．0
モーリシャス 1．2 0．3 0．2 0．0 1．8 0．2
ナミビア 483．0 433．9550．2 500．0 550．06 0．0
ルワンダ 0．5 0．5 0．7 0．0 0．4 1．8
シェラレオネ 3．4 5．0 5．0 2．5 3．0 3．0
ウガソダ 0．2 0．2 0．2 1．4 1．8 1．5
南アフリカ 358．8 500．0 455．0 318．0 400．0 777．9
…貼…瑚「 P緬醗棚 1，500．0 2，500．02，000．0 3，500．0 3，900．03，900．oi
アフリカ合計 4，233．8 5，592．66，045．9 6，141．9 7，540．27，576．9
出所：UNCTAD，2002．　Handbbok　Of　World　Mineral　Trade　Statisticsヱ995－2000．
　　　　　　　　　　　　　　　－142一
ず周辺国（ザンビア，南ア，ナミビア等）の迂回経路を通じてベルギーやイスラエルに輸出されて
いると指摘した（Global　Witness［1998：5－8］）。　NGOはアフリカで長期化する悲惨な紛争と先
進国の贅沢品であるダイヤモンドを結び付けるパラドクサルな状況を「紛争ダイヤモソド」または
「血塗られたダイヤモンド（Blood　Diamonds）」と名付け，不法なダイヤモソド取引に関与する国
際社会，多国籍企業，反政府武装勢力を激しく糾弾した。「紛争ダイヤモンド」批判の中心的存在
となったグローバル・ウィットネスは翌99年，他の市民団体11と協力して「死に至る取引（Fatal
Transaction）」キャソペーンを展開し，「先進諸国の消費者のネックレスとなっている」ダイヤモ
ソドがアフリカ地域で展開される血で血を洗う紛争と密接に関連していることを警告した。「ダイ
ヤモソドの輝きは永遠に」の高貴なイメージをキャッチ・コピーにして世界中でマーケティング戦
略を行ってきたデビアス社は，消費者の間でダイヤモンドのイメージがアフリカの内戦と重なるこ
とで売れ行きが落ちることを懸念し，ただちにアンゴラ産ダイヤの買い付けを停止すると発表した
（1999年10月）12。
　ダイヤモンド業界に衝撃を与えた「紛争ダイヤモソド」問題は，その後様々なNGO団体（アム
ネスティ・インターナショナルーAmnesty　lnternational－，　Human　Right　Watch，　Oxfam　Interna－
tional，　Pole　Instituteなど）をはじめ，欧米諸国政府（イギリス議会，アメリカ議会，ベルギー政
府，南アフリカ安全保障研究所）が同問題に取り組み，次々と関連報告が発表される。グローバル
・ウィットネスは2000年5月，「紛争ダ・fヤモソド：ダイヤモンドの同定，保証，統制の可能性」
という報告書を公表した（Global　Witness［2000］）。同報告書では，デビアス社はUNITAからダ
イヤ原石の直接買い付けこそ行っていないが，間接的にUNITAが採掘しているアンゴラ産ダイ
ヤに深く関与しており，もはや言い逃れはできないと批判するとともに，ダイヤ原石の原産地証明
発行システム構築の要請と原産地同定の具体的方法を提示した。「紛争ダイヤモソド」に対する国
際世論が高まるなか，国際政治問題として各国政府の対応，ダイヤモンド業界の見直しを迫る契機
となったのが，2000年3月にカナダ大使のファウラーを団長とする国連調査団がまとめた「安保
理制裁決議に対するUNITAの違反行為報告」（通称「ファウラー報告」）である（UN［2000］）。
同報告書が発表されたとき，既に国際世論は「紛争ダイヤモンド」問題に対する具体的な解決方法
を構築する動きに傾いており，後述する通り「キンバリー・プロセス」と呼ばれるダイヤの原産地
証明の義務付けと管理機構の構築を目指して各国政府間の交渉が開始されていた。「紛争ダイヤモ
ンド」取引に関与していると指摘された国でコンゴ以外の主要勢力は，先に挙げたアソゴラ全面独
立国民同盟，シェラレオネでの残虐行為（四肢切断）で悪名高い革命統一戦線（RUF：Revolu－
tionary　United　Front）などである。日本国内においてもとりわけシェラレオネ内戦と「紛争ダイ
ヤモンド」問題の関連で現地ルポタージュやフォト・エッセイ，単発的な報告などが1999～2002
年にかけていくつかの報道されている13。
　反武装勢力の正確なダイヤモソド採掘額は不明であるが，アソゴラ全面独立国民同盟は10万人
の労働者を奴隷のように酷使し，ダイヤ原石の輸出によって1992～98年の6年間で37億2，000万ド
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ルの資金を集めた（Global　Witness［1998：5］）。また革命統一戦線はシェラレオネ国内最大のダ
イヤ産地を手中に収め，近隣諸国を経由して3，500万～1億ドル（1999～2000年）の外貨収益を獲
得したと推算されている。国連によればUNITAは99年最低3億ドル，2000年最低1億ドルのダ
イヤモソドの密輸を行ったと推算している。コソゴ国内では政府非公認のダイヤモソド鉱床が4万
～10万坑も存在するといわれ，コソゴ産ダイヤの3分の2（年約3億ドル）はアントワープに密輸
されている（USGS［1994］）。デビアス社は「紛争ダイヤモンド」は世界で採掘されるダイヤモソ
ド全体の4％（年2億5，500万ドル）と発表しているが，上に挙げた数値から実際の量ははるかに
上回ることが推測される。
（4）キンバリー・プロセスの展開
　「紛争ダイヤモソド」問題に対する国際的関心の高まりとともに，世界各国政府が南アフリカ共
和国政府の主導のもと，ダイヤモンドの原産地証明の義務付けと管理機構の具体的な構築（キソバ
リー・プロセス）を目指しキンバリーで政府間交渉が開始された（2000年5月11～12日）。国連総
会では全会一致で「紛争ダイヤモンド問題に関する効果的で実践的な方策の立案に向けた緊急かつ
慎重な議論」による解決案の妥結をキンバリー：プロセスに委任することで合意した14。同会議は
10回以上に渡り，38力国の政府代表，ダイヤモソド業者，NGO6団体15が参加した。その結果，
2002年3月，キンバリー・プロセスの合意に達し，ダイヤモソド原石に対する政府の原産地証明16
を付与することで合意した。さらに2002年11月，スイスのイソターラーケン（Interlaken）で35力
国とEU15力国が参加し，閣僚会議（第12回キソバリー・プロセス会議）が開催され，キソパリー
・プロセス・証明シェーマ（KPCS：Kimberly　Process　Certification　Scheme）を採択し
た17。KPCSでは，統計局の設置と2年毎のデータベースの作成（ヨハネスブルグKPCS会議
2003年4月28～30日），中央アフリカ共和国がKPCSの監査を受けi基準の認定を受けた（サソシ
ティKPCS会議2003年10月29～31日）。　NGOは今後3年以内にすべてのKPCS参加国の監査を行
うことを提案しているが，現在のところ監査対象国は当該政府の意思表明に基づいて実施されてい
る。現在，調査受け入れの意思表明を提出しているのはコンゴ民主共和国，コンゴ共和国，レバノ
ン，モーリシャスの4力国である。
　こうしたKPCSの実施は「紛争ダイヤモソド」問題の最大の成果といえるが，　NGOを中心にシ
ステムの信頼性と効率について疑問視する声が上がっていることも事実である。NGOはキンパリ
ー・ vロセスがスタートした直後からすべての参加国に対する「定期的で独立した監査機構の設
立」を要請してきたが，先進諸国側が主張する所有権の侵害や企業情報の公開を理由にして未決に
終わっている。また，KPCSはダイヤモソド輸出国側の規制システムに重点が置かれ，輸入国側
（先進諸国）のコントロールが杜撰であり，公正なシステムとなっていないと批判している18。
　グローバル・ウィヅトネスは，こうした先進諸国が独立監査機構を拒否し続ける態度を批判して
以下のように述べている。「ブッシュ大統領は国連の場で，r無享の人々が故意に殺されることを正
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当化するような『良いテロリスト』などという者は存在しない。この原則を無視し，テロリストと
の友好を選択し望もうとする国は，いかなる国であっても，その報いを知ることになるだろう』と
述べているが，実効性が確認されている監査システムを拒否し続けている諸国は，過去10年以上
にわたりダイヤモンドをめぐって血に飢えたテロリストの犠牲となったアフリカの1万人の無享
の人々を無視している」19。KPCSの主眼は，合法性を特定できるようすべてのダイヤモソド原石
に対し政府発行の「原産地証明」を付与することにあるが，偽証明書の発行，統計の未整備，原産
地同定技術の問題，迂回国の発生，輸入国側の規制問題など流通過程で依然として解決すべき多く
の障害を抱えている。
　次項では，更に「紛争ダイヤモンド」問題をコンゴの資源収奪の流通経路に限定して考察し，政
府，企業，周辺諸国，その他武装勢力との癒着・汚職関係に焦点をあてて分析する。
（5）コンゴ「紛争ダイヤモンド」問題と不法な収奪経路
　内戦が激化するなか，コソゴ政府は1999年6月，国際司法裁判所にルワンダ，ウガンダ政府の
派兵とその資源収奪は国家主権の侵害であると提訴し，これを受けて国連安保理は2000年9月に
国連コンゴ収奪調査団を編成し6カ月間の実態調査を開始した。その結果，調査団は2001～2003
年の間，3つの報告書「コンゴ民主共和国の天然資源及びその他資産の不法採掘」（2001．04．12，
2002．10．16，2003．10．23）を国連安保理に提出した（UN［2001；2002；2003］）。これら3報告書に
共通しているのは，コンゴの地下天然資源の不法な収奪が武装勢力への資金提供と内戦の長期化を
招いているという点であるが，同時に重要な点は，収奪された鉱物資源の不法流通経路をめぐる国
内外のネットワーク関係の存在を指摘し，国際的な商品連鎖の存在を明らかにしたことである。こ
うした国連による資源ネットワーク問題がクローズアップされるにつれ，アフリカ・カナダ・パー
トナーシップ（PAC：Pertnership　Africa　Canada）は2002年6月に「交換通貨一コンゴ民主共和
国とその周辺国における犯罪ダイヤモンド経済」（ダイヤモソドと人間安全保障プロジェクト）を
発行（PAC［2002］），アントワープの国際平和情報サービス（IPIS：Intemational　Peace　Informa・
tion　Service）は，「ネットワーク戦争：コンゴの紛争私益経済」と題する調査書を発行した（IPIS
［2003］）。また，英国議会全党議員連盟（APPG：All　Party　Parliamentary　Group）は2002年11月，
「富の呪い（Cursed　by　Riches）一コンゴ民主共和国での資源収奪で利益を得ているのは誰か一」
を提出している（APPG［2002］）。アムネスティ・インターナショナルは2003年4月，「コンゴ民
主共和国：殺人を手助けするものたち一東部地域での収奪と人権侵害」を公表する（Amnesty
Intemational［2003］）。
　国連はコンゴで産出される鉱物資源が近隣諸国12力国を経由して密輸されており，その複雑な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ネクサス収奪経路の一部を明らかにした（UN［2003］）20。コンゴでは鉱物資源を利害の結節点とするエリ
ートネットワーク（政府高官，将校，事業家，反武装勢力司令官など）が組織犯罪，窃盗，横領，
脱税，財物強要，賄賂，政府財政の流用（公的資金の流用），密輸，偽造仕入証書を通じてあらゆ
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表3　コンゴ鉱物資源をめぐるエリートネットワークの事例
ウガソダ軍が駐留する金鉱（Kilo－Moto）では採掘現場付近にチェックポイソ
トを設け現地民は鉱区入退時に番兵に徴収金が課されている。同鉱区では2，000
人の採掘夫が採掘しており，毎日2キロの金が軍幹部に手渡されている（UN
［2001］）。
ルワソダ政府は鉱物資源（ダイヤモンド，金，タンタル，スズ，その他）の採
掘・流通・販売を目的としたホールディソグ開発会社（Congo　Holding　De－
velopment　Company）を設立，コソゴ政府から免税措置を受けているうえ，鉱
山への優先的なアクセス権が与えられている（APPG［2002］）。また，ルワソ
ダ軍は自国の囚人を強制連行しコンゴ東部で鉱物の採掘に従事させている
（Human　Right　Watch［2001。3］）。
コンゴ東部のムブジマイで年600万カラットのダイヤ原石の採掘を行っている
ダイヤモンド鉱物公社（MIBA）で潜在する3つの窃盗ネットワーク。①ジン
バブエ兵士による検問所ではダイヤモンド採掘の入場料として現金もしくはダ
イヤモソドを徴収。②鉱山領域を警備する地方鉱山警察の司令官は，警備代金
としてダイヤモソドが詰まった袋束を定期的に受領。③MIBA施設内で行われ
る原石のクリーニソグ，選劉，分類作業の際，同公社の経営者による大規模な
窃盗。窃盗の結果生じた減収額はMIBA全収益の4分の1に達し，年2億
5，000万ドルが盗み出されている（UN［2002］）。
ルワンダ愛国戦線（APR）は年3億2，000万ドル相当の鉱物資源をコンゴ国内
から持ち毘している（Other　Facets［Nov。2002］）。またルワソダ軍が進駐して
いる地域の空港では，ルワンダから兵士（もしくは囚人）や武器を載積した軽
飛行機が到着し一両日中に鉱物資源や略奪品を積み密輸されている。当然コン
ゴ政府に税金や関税が支払われることはない（APPG［2002］）。
銅・コパルト会栓であるTremalt社（民間企業）は，コソゴのジェカミソ公社
が所有する6つ地域の採掘権利を40万ドルで買い取った。だが，国連調査団の
報街によれば，同採掘権利の時価は10臆ドル以上の価値があると推算されるう
え，同社の発表では，コンゴ，ジンバブエ政府や軍部との関係を否定している
が，調査団が入手したムガベ大統領宛ての契約書類には，開発によって得た収
益をコンゴ，ジソバブエ政府に支払うこと，また両国軍部に対しては，自動
車，トラックバス，現金の供与，が明記されている。同社の株主は中南米の無
人島を所有する民間企業（British　Virgin　lslands，　Isle　of　Man）などが名を連ね
ており，経営実態は不明である。
カビラ大統領は2000年5月，オリックス社（Oryx　Natural　Resources）にダイ
ヤモソド公社（Sengamines）からムブジマイ地域の採掘権利の譲渡計画を発表
した。計画ではオリックス社の開発収益をジソバブエ，コンゴの企業で分配す
るものであったが，カビラ大統領とジンバブエ軍中将が組織の中枢にいること
を指摘され計画は頓挫した。現在，オリヅクス社は不法な現金輸送や武器販売
の斡旋などの疑惑が浮上している（UN［2002］）。
2000年，カビラ大統領は戦費調達とイスラエル製の武器購入を目的にイスラエ
ル企業（IDI）にダイヤモンド原石の独占的買い付け権利を2，000万ドルで売却
した。IDIは300万ドルしか払わず，武器輸出もしなかったとされるが，　IDIに
独占的買い付け権利が譲渡されると，国内の公認ダイヤモソド業者は隣国コソ
ゴ共和国（ブラザビル）ヘダイヤモンドを大量に密輸することになった。独占
権が付与されてからの3カ月余りで約6，000万Fル相当のコンゴ産ダイヤ原石が
密輸されたといわれている（UN［2001］）。
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表3：コンゴ鉱物資源をめぐるエリートネットワークの事例（つづき）
コソゴで最大の銅・コパルト鉱山の採掘権利を所有しているベルギーのジョル
ジュ・フォレスト（George　Forrest）グループは，コンゴのモプツ，カビラ大
統領と鉱石利権に関するネットワークを利用して商業活動を続けてきた。1994
年，同社長はベルギーの民間武器生産・流通会社（軽火器，弾薬カートリッジ
の生産，手榴弾，ランチャー等の生産）を買収したあとジェカミン公社と合弁
企業を創設し，内戦の最中（1999年11月～2001年8月），ジェカミン公社の総
裁に着任している。現在，ベルギー政府は同氏の合弁企業がジェカミソの資産
を個人的目的で流用したとして告訴している（UN［2002］）。また，現行の暫
定政府における旧反政府武装勢力の閣僚との癒着関係も指摘されているが（ル
モソド，2003．11．01），近年，米OMグループと提携して巨大鉱山プロジェク
　（銅・コパルトのほか，ゲルマニウム，光ファイバーや赤外線レンズ，通信
衛星に使用される希少金属の採掘）を開始した。採掘されたゲルマニウムはフ
ィソラソドのOMグループ傘下の工場に海上輸送されて精製されるためジェカ
ミソはゲルマニウム抽出過程での利益分与を一切受けていない（UN　［2002］）。
アントワープを拠点にダイヤモンドビジネスを展開しているレバノン系グルー
プは，2001年コソゴから1億5，000万ドル相当のダイヤを密輸した。ベルギー
警察の調べでは，ダイヤモンド密輸のほか偽造通貨の発行（モブツ政権下に偽
造米ドル紙幣を大量に流布），マネーロンダリングへの関与を指摘されている
（UN［2002］）。
る社会層にまで浸透している21。こうした現象を整理し，事例別に①国内，②周辺国，③海外で分
類したのが表3である。
　多くの事例が示しているように，コソゴの地下資源に関する国内外のエリートネットワークは至
るところで表面化しているが，鉱物資源の利権獲得が周辺国の武装勢力の目的に転化した場合，事
態は更に深刻となる。なぜなら武装勢力が支配統治する地域では，女子供を問わず残忍にレイプ或
いは殺害され，財産は略奪され，家は焼かれ，教会・学校・病院が徹底的に破壊される。農村部で
はひとつの集落が根こそぎ破壊され，社会インフラは壊滅する。生活手段のすべてを放棄し逃げ延
びた住民は，すでに貧困の真っ只中にある近隣の村の保護を受ける難民となるか，絶望に打ちひし
がれた若者は何れかの武装グループに組み込まれていく。こうした状況のなか多くの少年兵（14
～16歳）が戦闘に動員され暴力が暴力を生むサイクルが拡大する（UN［2002］）。
　コンゴ東部では約25，000人ものルワンダ兵士が活動しているが，その活動維持費は7000万ドル
に達すると推算され，ほぼルワンダ国防費と一致する。カガメ・ルワンダ大統領は，コソゴ駐留軍
の活動資金源についてしばしば批判を受けているが，同大統領は「自己資金による戦争（Self－
financing　war）」と言明し，駐留軍と政府との関係を否定している。また，ウガンダ軍は約1万の
兵士をコソゴ南部に駐兵し軍事維持費は6，500万ドルと推算され，同国の国防費の約半分に匹敵す
る。またコンゴ軍の兵士数は，約5～5．5万人が国内で展開しているといわれている。こうした大
規模な軍隊の活動維持費はどこから捻出されているのか。
　国連は両国政府が発表しているダイヤモンド輸出額の公式統計を援用してコンゴでのダイヤモン
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図1：ルワンダ，ウガンダのダイヤモンド輸出額（tOO万ドル）
出所：UNCTAD，2002．　Handbook　of　World　Mineral　Trade　Statistics　1995－2000．より作成。
ド採掘とその流出の事実を指摘した。図1に示される通り，ルワソダのダイヤモンド輸出額は
2000年，前年比450％増加しており，ウガンダは1998年，前年比700％増加している。輸出額の急
増がコンゴ内戦への参戦時期・と重なっていることに加え，両国ではダイヤモソド鉱山は確認されて
いない（それ故国内で産出されることはない）。こうした公式統計の数値はダイヤモンド取引全体
の一部を表象しているに過ぎないが，両国が第三国からダイヤモンド原石を持ち込み再輸出してい
ることは明白である。統計数値には現れない不法なダイヤモンドの正確な取引量は確定できない
が，前出の表2にあるようにアフリカの出産地不明のダイヤモンドは全体の50％にも達してお
り，その額は巨額（2001年39億ドル）である。
　最後に「紛争ダイヤモンド」に続いて「紛争コルタソ」（Con且ict　Coltan）．と呼｝まれ最近注目を
集めているコソゴのコルタン原鉱の流通経路について指摘したい。コルタンはコロンバイトとタン
タライト（⊆里umbo－Tantalite）という希少金属の略語で，精製されるとタソタル（Tantalum）金
属となり，耐熱性を有する電解コンデンサとして，携帯電話，ビデオカメラ，ノートブック・パソ
コン，家庭用ゲーム機等，電子機器分野で汎用されている。また，航空宇宙産業や原子力エネルギ
ーの分野でも利用され，近年のIT産業に欠かせない鉱物である。現在のタンタル鉱石の二大産地
はオーストラリア（41％），ブラジル（21％）であるが，世界のタンタル鉱石埋蔵量の80％がアフ
リカにあるといわれ，そのうち80％がコソゴに埋蔵されていると推算されている（Montague
［2002：17］）。とくにコソゴ東部地域（キブ北部・南部）で集中的に産出され，コルタン・ベルト
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と呼ばれる巨大なコルタソ鉱脈が確認されている。内戦が激化する90年代後半に至って，ダイヤ
モンドと同様，突如コソゴ周辺国（ルワンダ，ブルンジ，ウガソダ）がタソタル輸出を開始してい
る。米国地理研究所の統計によれば，99年までのタンタル輸出はゼロであったが，2000年450トン，
2001年は200トンの産出が推定されている。他方，ルワソダのタソタル輸出量は97年から2000年に
かけて2倍に増加しており，またウガンダも98年以降，突如米国への輸出を開始している（99年
の輸出額は64万5000ドル）（Montague［2002：105］）。
　タンタル鉱石の需要は，携帯電話の世界的普及の影響で1992年以降，年率10％の割合で増加し
続けていたが，2000年タンタル鉱石の需要は急激に高まりタンタル価格（1ポンド＝30ドル前後）
が7倍に急騰（1ポンド＝210ドル，いずれも年平均価格）した（図2）。価格急騰の原因は，（欧
州）標準移動通信システム（UMTS：Universal　Mobile　Telecommunications　System）を用いた第
3世代携帯電話の登場と家庭用ゲーム機器（プレイステーショソ2）の発売を背景にタソタル粉に
対する発注が一時的に過熱化したためである（IPIS［2002：9］）。もともと産業界の過大評価と投
機的な性格で発生したコルタソブームは翌2001年末には急速に冷え込み，1ポソド30ドル前後で
再び安定している（図2）。
　だが，「黒い黄金」（Black　Gold）をめぐるゴールド・ラッシュで沸いたコソゴでは，タンタル鉱
石価格の急騰を機に，貧窮した民衆がタンタル鉱山に殺到し，産鉱地域周辺に居住する民衆の生活
は一変した。それまで金鉱採掘に従事していた鉱夫や多くの農民がタンタル鉱山に殺到し，ときに
は12～18歳の少年が開発軍（Army　of　Development）として組織され労働力として駆り出された
（Hayes　H．　and　Burge　R．［2003］）。
図2：タンタル鉱石価格の推移（1ポンド／ドル）
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図3　タンタル鉱石の流通経路
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　世界のタソタル精製・流通の大部分は，独スターク（H．C．　Starck）社と米カボット・コーポレ
ーション（Cabot　Corporation）社，中国のシンシャー（Xingxia）社の3社（ビッグ・スリー）が
独占しているが，前2社は国連から「OECD多国籍企業ガイドラインに違反していると判断」と
警告を受けた（UN［2002］）。　Pole　Instituteは，コソゴで1993年から操業しているタンタル採掘
会社（Albers社）を挙げ，同社はコソゴ東部で採掘された50％のタンタル原鉱を輸出しており，
その主要な取引相手がビッグスリーであることを指摘した（Pole　Institute［2002：7］）。また，国
連は，コンゴとルワンダ国境付近の町ブカブ（Bukavu，キブ南部）には米国企業の子会社があり，
ルワンダ政府から自由に商業活動する権利を得ている。さらにルワンダ政府は同社に対し，タンタ
ル鉱床への優先的なアクセス権と労働力（ルワンダ囚人）を提供，採掘されたタンタル鉱石はカザ
フスタソか中国の精製工場に海上輸送され，米国，ドイッ等に販売していると指摘している（UN
［2002］）。だが，タンタル原鉱は精製・流通過程を経て国際市場に出回るまでのあいだに，様々な
原産地で採掘されたタソタル鉱石が混ざってしまうため，最終的な原産国の確定が極めて困難であ
るため企業側は一様に「紛争コルタソ」（武装勢力の資金源となっているコルタン）との関与を否
定している。カボット社は，大部分のタソタルはオーストラリア，カナダから輸入しており「僅か
な割合をその他の地域から輸入している。我々の知る限り，環境的にセソシティブな地域を原産と
しているものはない」と述べている（Hayes　H．　and　Burge　R．［2003：36］）。コルタン・ブームは
コンゴの民衆を貧困に陥れたが，多国籍企業の流通ネットワークはなんら損害を蒙ることはなかっ
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た。「コルタン輸出とコソゴ東部地域での戦争との関係は明らかである。しかしながら，国際ロビ
ーや国連が提案するコルタソやその他鉱物資源に対する一時的な禁輸措置は，これまで以上にコン
ゴ民衆を苦境に追い込む結果となる（彼らは戦争を終結する手段よりも生命を維持する手段がより
少なくなる）。ブルソジでは，国際禁輸措置は，産業界に利益を供するばかりで，農民は代償を
払い，予想とは反対に戦争は縮小されるどころか激化の一途をたどった」（Pole　Institute［2002：
21］）。
　以上検討したように，国連はコンゴの鉱物資源の不法収奪に関する調査結果から，コソゴ政府
（政府高官）一軍部（将校，反政府勢力の場合はそのリーダーや司令官）一産業界（事業家，仲買
人）のエリートネットワーク・トライアソグル関係を指摘し，こうしたエリートネットワークに関
与する企業と人物を実名で公表した（UN［2002］）。国連調査団は独自の調査結果に基づき，①制
裁（融資制限）措置を要請する企業29社，②国外移動禁止と制裁措置を要請する人物54名，③
OECD多国籍企業ガイドライソに違反していると判断される民間企業85社をリストアップし，翌
2003年，政府関係者，企業，個人に対して再調査を実施し，監査を受けた合計157ケースのうち
119ケースが回答したと報告している。その結果，国連は各ケースの進捗状況に従って以下5つの
カテゴリーに分類した（UN［2003］）。
①解決：61ケースが紛争地域での鉱物資源に関する直接取引を中止。但し間接的関与の可能性
　（コンゴで産出されたタソタル鉱石の精製品を購入など）に関しては注意を呼びかける。
②条件付き解決：調査の任期終了後の企業統治（コーポレートガバナンス）強化・改善を警告。
③再調査もしくは事業報告を要請：調査団が要請する（武装勢力に資金提供しないという）企業責
　任を否認。調査団は再調査が必要と判断。
④再調査が必要：コソタクトができなかった調査団の出向国以外で活動する企業。当該政府に調査
　を依頼。
⑤未解決：調査に対して無回答であった全体の38ケースの政府，企業・個人（全体の4分の1）。
　同対象は自己正当化したと判断。
　国連は，2004年6月にタソザニアで第1回ビクトリア湖（Grands　Lacs）会議の開催を予定して
おり，司法裁判所の設置を目指している。また，今後フランス主導によるコソゴ東部地域への武器
の禁輸に関する監視機構の設置も検討されている。こうしたことから国連安保理は報告書で「不法
な武器輸出，天然資源の略奪，それによる利害衝突が内戦と分かちがたい関係を結んでいる」と指
摘しながらも，コソゴ和平プロセスは軌道に乗ったと判断して調査団の派遣を打ち切る方針を固め
ている。国連安保理の決定に対し，NGO（Human　Right　Watch，　Oxfam　International）は報告書が
適切な真相究明作業につながらないことを懸念し，「いずれのOECD諸国もリストアップされた企
業の捜査を行なっていない。それどころか対象企業をリストから除去するか，もしくは疑惑は解消
済みであると発表するよう国連に圧力をかけている政府もある」と批判している22。報告書の一部
（12ページ）は，武器の密輸に関与した企業・個人を実名で列挙したため「極秘」扱いとされてい
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る。
　以上，「紛争ダイヤモンド」問題の現段階までの国際社会の取り組み姿勢の流れを概観した。だ
が，「紛争ダイヤモンド」問題はアフリカが抱える病巣の一部を摘出し，国際的にクローズアップ
している面も否めない事実である。こうした国際社会の対応はアフリカの内戦・戦争，貧困，を終
結させることができるのだろうか。r紛争ダイヤモソド」問題は，アフリカ諸国が抱える様々な政
治，経済，社会の構造的な問題を代表する一つの例であり「紛争ダイヤモンド」問題の解決自体が
アフリカの問題に終止符を打つわけではない。「紛争ダイヤモソド」問題は，アフリカ国内だけで
なく先進諸国，多国籍企業との癒着関係（エリートネットワーク）を包摂し，アフリカ諸国が抱え
る問題を表象する代表例であることは確かであるが，問題はそれだけにとどまらない。次節ではコ
ンゴ民主共和国の政治経済的な背景と内戦の要因と帰結を中心に考察し同国の歴史的文脈を把握し
たうえで「紛争ダイヤモソド」問題の先にある構造欠陥的な本質問題を検討する。
2．　コンゴ民主共和国の政治経済構造と内戦
　豹皮のトック帽をかぶり独特の風貌で知られるモブツ大統領は，私腹を肥やすために国庫から金
品の横領，略奪，国際的な陰謀の限りを尽くしてきた。以下では，現在に至るまでのコンゴの収奪
と圧制の歴史を顧みるとともに，そうした政権が30年以上にもわたって維持されてきた要因は何
であったのかを検証するとともに，その結果生じた同国経済の壊滅的な実情を分析し，90年代後
半から勃発する2度の内戦との関連性を指摘する。
（1）モブツ王国の構築から崩壊まで
　コンゴの苦渋の歴史は19世紀末，ベルギー国王レオポルド2世（L60pold　II）が同国を統治した
ことに始まる。レオポルド2世は私有領としてコソゴ自由国（Congo　Free　State：1885年～1908
年）を同地に創設する。当時，ベルギー政府は一切の権限をもたず，同国を実質的に所有していた
レオポルド2世は国際コソゴ協会を設立して天然ゴムの開発に着手し，現地民の労働力を利用し
て天然ゴムの強制採集を行った。コンゴ自由国のゴム輸出量は1901年には6，000万トソに拡大し世
界総生産量の10分の1を占めるに至った。だが，そこでは近代最初のジェノサイドともいわれる
残虐行為が行われ，レオポルド2世の統治が終わる1908年までに約1，000万人（人口の約3分の1）
が過労死もしくは殺鐵された（Grourou　P．［2003］）。こうした大量虐殺に対し，米英を中心として
レオポルド2世の開発に対する非難の声が高まる。働きの悪いゴム園労働者の手を切り落とした
ことから血で染まった「赤いゴム」と批判し，レオポルド2世とともに無責任なベルギー政府の
対応が糾弾され，1908年，ベルギー政府は同国を正式に植民地として併合し，ベルギー領コンゴ
と国名を改称する。だが，ベルギー政府が行った植民地政策は典型的な資源供給地として，一次産
品輸出を基軸とし宗主国へ垂直的に従属する経済構造を特徴とした。ゴム採取に代わり民間大企業
を尖兵として銅やヤシ油の生産・輸出に重点を置いた植民地政策を開始する。その結果，ベルギー
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領コンゴは銅，ヤシ油の生産・輸出の点で世界屈指の工業国にまで成長した（宮本・松田［1997：
331－339］）0
　1950年代半ば，多くのアフリカ諸国で植民地独立の気運が高まるなか，当時一介の郵便局員で
あったバトリス・ルムソバ（Patrice　Lumumba）は政治結社，コソゴ国民運動（MNC：Mouve－
ment　National　Congolais）を組織し，ベルギー政府にコソゴ独立を要求する。主要先進諸国がア
フリカの植民地を手放す方針に傾くなか，1960年6月30日同国はジョゼフ・カサブブ（Joseph
Kasavubu）を大統領，ルムンバを首相として植民地からの独立を達成し，コソゴ中央政府を設立
した（宮本・松田［1997：467］）。しかし，植民地からの独立は必ずしもコソゴに希望をもたらし
たわけではなかった。それどころか独立後のコソゴには新たな紛争と圧政の時代が到来する。独立
直後，軍部内部でベルギー人指令官に対するコソゴ兵士の反乱（コンゴ動乱）が起こり，世界有数
の鉱物資源をもつカタソガ州でモイゼ・チョンベ（Moi’se　Tschomb6）がカタンガ州の独立を一方
的に宣言，同国は完全に混乱に陥った。これに対し，ルムソバはすぐに国連軍の派兵を要請する
が，国連は要求を棄却，そこでルムンバはソ連に支援を働きかけるが，カサブブ大統領は親ソ連に
傾きつつあったルムソバを首相から解任する。他方，ルムンバもカサブブ大統領を罷免する宣言を
だすが，首相官邸内に軟禁され，調停にあたったモブッの監視下に置かれてしまう。ルムソバはス
タンレービル（現キサソガニ）に根拠地をもつ急進派と合流するため首相官邸から逃亡したがモブ
ッの追跡によって逮捕され，1961年1月17日未明独立の英雄は拷問の末，銃殺される。モイゼ・
チョンベのカタソガ州独立宣言の背後にはベルギー系資本のユニオン・ミニエール社による巨大な
銅鉱床の利権確保の目的があり，ルムソバの殺害には，ベルギー政府もしくはCIAがモブッの影
で糸を引き拷問の末，殺害したといわれている23。ルムンバを逮捕したモブッは4年後の1965年11
月，再びクーデターを起こし，カサブブ大統領を軟禁して政権を掌握した。以降，モブッは反対勢
力の政治活動を一切禁止し，政策に反対する閣僚を国家反逆罪で次々と処刑するという独裁政治体
制を構築する24。ここに30年以上にわたるモブッ政権による長い圧政の時代がザイールに訪れる。
モブッ大統領は1966年には，主要な反対派閣僚を処刑し，69年には元大統領であったカサブブと
元首相チョンベも処刑している（公式にはチョンベはアルジェリアの刑務所でCIAによって連れ
去られ，モブッの関与はないとされている）。かつてのルムンバの政友であったミュルル（Pierre
Mulele）は66年に国家反逆罪で捉えられ拷問死した。モブッ側近の高官（Jestin－Marie）は，その
ときの想像を絶する残虐行為を回顧して「生きたまま両耳をもぎ取り，鼻を切り落とし，眼球をえ
ぐり出して床に投げ捨てた。次に性器を切り落とした。そのときもまだ生きていた。そこで両腕と
両足を順番に切断した。最後に残った肉体を袋に詰めて河に沈めた」と述べている25。
　モブッはこのような残虐非道を極める言論統制と容赦のない反対勢力に対する圧政により70年
の大統領選挙で正式に大統領に就任，着実に「モブツ王国」の構築を進め，71年10月，国名をザ
イール共和国（Republic　of　Zaire）に改称する。以降，先述したベルギー系資本の巨大鉱物会社ユ
ニオン・ミニエール社の国有花を皮切りに70年代を通じて「ザイール化」（国有化）政策を進めて
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いく（星野［1978：134－135］）。その過程でモブツ大統領は側近たちにモブッ王国への忠誠を誓わ
せ，親類縁者を中心とする巨大な財閥を形成していった。モブッ大統領は外国企業と農業部門の大
部分を手中に収め，周囲の者たちと共有する。国内経済は国営企業の杜撰な経営体制と汚職が日常
的に蔓延し「昏睡」状態へと陥るなかで，モブツ大統領とその一族は，個人的資産を肥やすために
国庫からの金品の略奪，国際的な陰謀のかぎりをつくし，世界でも有数の資産家へと成長する。ル
　モンド紙の報道によれば，モブツ大統領はベルギー，パリ（16区）の高級アパルトマソ，コー
トジボワール，スイス，モロッコの別荘など公式発表されただけでも20件以上の不動産資産（推
定2億フラン）を所有し，そのほかにもブラジルのコーヒー農園や南アやスペインのホテル等，
無数の資産を世界各地に所有した26。またザイール国内においても25，000人の従業員を抱えるプラ
ソテーション会社（CELZA：Cultures　et　Elevages　du　Zaire）を所有していたほか，ザイール銀行，
鉱物公団（Gecamines，　SOZACOM）を利用して不正な資金流用を行っていた（Young　C．　and
Turner　T．［1985：178－184］）。ザイール北部のグパドリット（Gbadolite）のモブッ邸宅では，広
大な敷地に大理石の宮殿を建立し，大プール，コンコルドが着陸できる滑走路まで用意してある。
政権絶頂期の80年代半ばにはモブッ大統領の個人資産は少なくとも50億ドルと推定されているが，
90年代後半臨終間際の時期に至ってもモブッは40億ドルの資産を保有していた27。
　モブッは何故これほどまでの資産を増大させることができたのだろうか。ここではごく簡単に
以下5点だけ挙げておきたい。①米ソ対立構造のなかで「冷戦期の落とし子」としての役割28，②
銅，コパルト，ダイヤモンド，木材といった豊富な天然資源に加え，欧州にも匹敵する広大な国土
にコーヒー，カカオ栽培に適した温暖な気候と肥沃な国土，③1970～94年間における欧州諸国か
らの多額の資金援助（借款も含む）29。④米国政府及びCIAからモブッ大統領へ直接の資金提供
（米国政府からは毎年2，000万～2，500万ドルの現金が直接モブッ大統領に手渡された）。⑤モブッを
頂点とする不当利益に群がる巨大な腐敗ネットワーク（Braeckman　C．［1992］）。ただし⑤に挙げ
たモブッ周辺で肥大化した腐敗ネットワークを維持するためには，莫大な財産を所：有するモブッ自
身にとってもその決済に苦しむようになる。すなわち，宮廷一族，1，000人にのぼる従兄弟や臣
下，寵臣，「顧問」の「維持費」は年間20億フラソにものぼり，モブッは資金繰りに苦しむことも
あった（Verschave　F，［1999］）。その結果，政権の弱体化と病に倒れたモブッ大統領に対し，ロー
ラン・カビラの率いるコンゴ・ザイール解放民主勢力連合（AFDL：Alliance　des　Forces　D6mocra－
tiques　pour　la　Lib6ralisation　du　Congo－ZaVre）が武装蜂起しついにモブッ政権を打倒することにな
る。
②　2度の内戦
　コソゴは90年代，1996～97年，そして98年～2002年と2度にわたる内戦を経験している。ここ
では便宜上，前者を第1次内戦，後者を第2次内戦と区分する。第1次内戦の経緯を述べる前
に，内戦の直接的な原因となったコンゴと国境を接する隣国ルワンダの大虐殺について触れておき
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たい。1994年4月6日のハビャリマナ・ルワンダ大統領（当時）搭乗機の撃墜事件を発端として
国内でフッ至上主義が一挙に噴出し，ッチ及びッチ同調者に対する大量虐殺が開始された。虐殺は
同年7月にツチのポール・カガメ（Paul　Kagam6）の率いるルワソダ愛国戦線（FPR：Front
Patriotique　Rewandais）が首都キガリを奪取したことで終結した。この間，わずか100日（1994年
4月～7月）で約80万人のッチが虐殺された。ジェノサイドを執行したフッはッチの報復を恐れて，
200万人以上のフツがコンゴ東部国境付近（ゴマ，プカブ）や周辺諸国（タンザニア）に逃れ，そ
の多くは難民となった（APPG［2002：7－8］）30。こうした難民はインテラハムウェ（lntera－
hamwe）などの武装勢力に取り込まれ，元々その地域に居住していた人々に掠奪，殺裁を繰り返
しコンゴ東部の治安は急速に悪化した。また，中心メソパーがジェノサイド執行者で構成されるイ
ソテラハムウェはツチ主導の新生ルワソダ政府に対して攻撃を開始した。すなわち，難民の存在は
政情を不安定化させ，それがまた新たな難民を生むという悪循環を引き起こしたのである。大量の
難民の存在はコソゴ東部でみられたように当該地域の治安を悪化させ紛争が多発する。
　コソゴの第1次内戦はこうした背景のもとに勃発した。カビラ将軍が率いる人民革命党（PRP：
Parti　de　la　R6volution　Populaire）など4つの政治勢力の連合体であるコンゴ・ザイール解放民主
勢力連合はルワソダ政府とのパイプを利用し，ルワンダ・ウガンダ両政府からの軍事支援をとりつ
け，モブッ政権打倒を目指して1996年9月，挙兵した（武内［1999：7］）。そしてわずか2カ月間
で主要都市を陥落し，翌5月には首都キソシャサに無血入城した31。このときカビラは以下のよう
に述べている。「われわれの軍隊が関与している戦争の目的は，民衆を前例のない貧困へ突き落と
した政府を権力の座から引きずりおろすことだ。この政府の軍隊は正気ではない。人々に苦難を与
え，個人的な利益を追い求めようとする，ぐうたらな軍人の茶番劇にすぎないのだ」32。
　しかし，新大統領に就任したカビラ大統領もまた，自らの権力基盤強化を目指すため武装蜂起で
支援を受けたルワンダとウガンダ系指導者層を次々に排除していった。そして1998年8月，ルワ
ンダとウガンダ政府は国境付近の治安の悪化（安全保障）を理由にコンゴ民主連合（RCD：
Rassemblement　Congolais　pour　la　D6mocratie）を支援してコソゴ国内に軍隊を派兵する。これに
対し，ジンバブエ，アソゴラ，ナミビア，チャドがカビラ政権を支援して同国に介入し「アフリカ
大戦」と呼ばれる近隣諸国6力国を巻き込んだ大規模な紛争が勃発する。この第2次内戦は周辺
国家の正規軍隊に加え，複数の反政府勢力，エスニック集団を基盤とする武装勢力，周辺国の反政
府勢力，民間企業，傭兵などが紛争に関与し，多様なアクターの思惑が錯綜する複雑な構造となっ
ている（武内［1999：6］）。
　1998年に開始された第2次内戦は人類史上未曾有の悲劇を生み，その膨大な犠牲者数の正確な
推定は容易ではない。一般に現在までに推定されるコソゴの内戦による死者数は少なくとも170万
人に達するといわれているが33，米国に本拠をおくIRC（International　Rescue　Committee）の
2003年の調査によれば，内戦の影響による犠牲者数は330万人に達し，とくにコンゴ東部地域での
死亡率は1000人あたり3．5人で，同数値はアフリカの平均の2倍以上であり，世界中のどの地域よ
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りも高い死亡率を記録している34。1965～76年まで約11年間続いたベトナム戦争でさえ死者は200
万人とされているのだから，まさに「アフリカで報告された戦争のなかで最多の犠牲者をだし，第
二次世界大戦以降に生じた世界の戦争の中でも最も高い死亡率」（IRC［2003：14］）といえる。
　1999年7月10日，コソゴ政府はルワンダ，ウガソダ両政府とルサカで休戦合意に達するが停戦
は遵守されず内戦が再開され，停戦は見通しのつかない泥沼状態に陥った。2001年1月16日，ロ
ーラン・カビラ大統領が自らの警備員に撃たれて死亡すると，直後に弱冠31歳の長男ジョゼフ・
カビラ（Joseph　Kabila）が大統領の座を継承する。その後2年間にわたる停戦交渉が続けられ，
ついに2002年2月，南アフリカ共和国のサンシティで開かれた和平合意（サンシティ合意）でコ
ンゴ政府と反政府勢力によるコンゴ国内対話（inter－congolese　dialogue）が実施され，「暫定政府」
に移管することで合意した。さらに2002年9月，ルアンダ合意では外国軍隊の撤兵が決定され，
一応の停戦が実現した。2003年6月30日には移行期間を24カ月に定めた暫定移行政府が発足し，
ジョゼフ・カビラを大統領とする4人の副大統領が選出され国民統一政府の閣僚名簿が発表され
た35。カビラ政権は暫定的なパワーシェアリソグを和平の条件として停戦を導いたのである（吉田
栄一［2003：12］）。2005年にはカビラ大統領の正統性を問うコソゴ初の民主選挙が予定されてい
る。天然資源の利権と国家の権力闘争をめぐる悲劇的な対立，衝突，紛争を経て，現在，カビラ大
統領は民主的な政権づくりを目指し国際的認知の獲得に傾注している。
（3）国家の崩壊から再生への道程
　上述した通り，モブッー族に国家の富が集中する一方で，ザイール国民3，500万人（1989年）は
長年にわたり窮乏生活を強いられてきた。ザイールの「国家の崩壊」がいかなるものであったのか，
同国の経済がいかに壊滅的な状況に陥っていたか，マクロ経済指標を中心に以下同国の経済状況を
概観してみたい。
　コンゴは60年代後半から70年代前半に生じた一次産品の国際市場価格の上昇の後押しをうけ，
モブッ大統領は10力年計画（Plan　D6cennal　1971－80）を開始し巨大な公共投資を次々と実行に移
す。この間，ザ・で一ルは年間平均7％のGDP成長率（実質）を記録してきた。73年，モブッ大統
領は国内の工業，製造業，農業あらゆる分野の中小企業，大規模産業を強制的に国有化する「ザイ
ール化政策」を開始した。しかし，1973年の石油ショック，75年から一次産品価格（銅国際価格）
の暴落によって硬直的に中央集権化された同国経済は壊滅的な打撃を受け，80年代上旬には累積
債務危機が顕在化した。83年9月にはIMFが推奨する安定化・自由化政策を受け入れ，構造調整
政策を実施して長期的な経済成長と累積債務問題の解決に乗り出すが年間GDP成長率は減速（平
均0．5％）を続ける。経済政策の統制に完全に失敗したザイール政府は90年代に入り通貨を乱発し
年率1000％を超すハイパー・インフレーショソに突入する。あらゆる生産部門の活動が麻痺し，
経済インフラは悪化の一途を辿るなか，2度の内戦で生産資本は完全に破壊され，国内投資は低迷
し続けた（IMF［2003：5－10］）。
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　コソゴ最大の鉱物採掘公社ジェカミソ（G6camines：G6n6rale　des　Carri6res　et　des　Mines　du
Congo）は，80年代を通じて銅（90％），コパルト，亜鉛，石炭をほぼ100％独占的に採掘してい
た。コソゴの銅生産は80年代中頃のピーク時まで年間約50万トソの銅を産出していたが，91年に
は29万トソ，2000年には3．7万トソ，2002年には2．7万トンにまで激減している。2000年は2．1万ト
ンで，生産能力の5％に過ぎない。同様にコバルト，亜鉛の生産も激減している（Grourou　P．
［2003：276］）。こうした状況に際しジェカミン公社は，1994年採掘事業を銅からコバルトへ比重
を移す「サバイバル・プロラム」に着手し生産の下落に歯止めをかけようとしたが，設備の老朽化，
国内外の投資不足，スペアパーッ・燃料の欠如，鉱石の輸送問題，製品の盗難，基礎インフラの脆
弱化（国営電力会社や国営鉄道の債務問題），露天掘り鉱山の氾濫，民族紛争の勃発，など財政，
生産，輸送，社会環境といったあらゆる面で危機に直面し，生産高は下落の一途を辿る（Mobbs
P．［1994］）。モブツ政権下で行われてきた杜撰な鉱業部門の経理体制が80年代終わりから90年代
にかけて顕在化し，ザイールは自国に埋蔵される豊富な鉱物資源にもかかわらず，同国経済は完全
に立ち行かなくなっていった。
　図4は90年代における一人あたりの国民総所得額（GNI）とGDP成長率を示している。過去12
年間にわたりGDPのマイナス成長が続くなかで，1992年210ドルであった一人あたりのGNI額は
2000年には85ドルまで落ち込んでいる（図4）。
　モブッ大統領は80年代後半に至り累積債務危機が顕在化すると，国内紙幣の乱発を繰り返す。
1974年1ドルあたり0．5ザイール・ドルであったザイール通貨は，90年には1ドル＝496．99ザイー
ル・ドルに達している。93年11月，ザイール政府は新通貨を導入し，300万旧ザイールを1新ザイ
図4：コンゴ民主共和国の一人あたりのGNI額とGDP成長率
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表4：インフレ率（1995年＝　100）
?
1995＝100
1975－84年平均 57．3
1985－89年平均 63
1995 100
1996 641．9
1997 1，768．5
1998 2，284．0
1999 8，791．2
2000 57，143．6
2001 261，305．8
出所：World　Bank，　African　Develop・
　　ment　lndicators　2003．より作成
一ル（NZ）とした。しかし，国内通貨価値の瓦解に歯止めをかけることは出来ず，新通貨発行当
時，1ドル＝3NZであったのが，わずか2年後の95年には1ドル＝1万5，000　NZにまで暴落し
た。その後も3桁のハイパー・インフレ充進し，1997年には1ドルと17万5，000NZが等価とな
り，新ザイール通貨は紙切れ以下の価値しかなくなった（99年のインフレ率は333％，2000年520
％）。表4は消費者物価指数の推移を示しているが。1995年を100とした場合，2001年の同値は26
万1，305になっている（表4）。
（4）累積債務問題，残された課題
　IMFは2004年4月に発行した貧困削減成長ファシリティー（低利子融資ファシリティー）調査
報告書のなかで，2003年6月に発足した「新政権はとくに良好な経済調整政策と財政改革を実施
している」と述べ，和平プロセス（武装解除・動員解除・再統合一DDR：Disarmament，　Demobili・
zation，　and　Reintegration）と地方分権（中央集権体制の解体）と国家機構の統一（正規政府軍，
警察の創設）が速やかに進行しており，マクロ経済指標も順調な軌道に乗った，と積極的な評価を
下した36。
　IMF・世銀は1996年，一人当たりGNPが695ドル以下，債務合計額が輸出年額の2．2倍以上もし
くはGNPの80％以上（1993年時点）を基準に重債務貧困国（HIPCs）を認定し，それら諸国を対
象とする債務救済計画を提示した。重債務貧困国に認定された42力国（2002年3月時点）のうち
34力国がサハラ以南のアフリカの国々に集中している（アフリカ34力国，中南米4力国，アジア3
力国，中東1力国）。この取り組みの主眼は債務負担が大きく経済発展が持続可能な水準にまで引
き下げることが永久に不可能と判断される貧困国に対し，債務負担を維持可能な水準にまで引き下
げ持続可能な成長と貧困を緩和するための政策と制度づくりの実現におかれている。1999年6月
のケルン・サミットでは対象国を広げ，債務救済額を増やし，かつ前倒しで実行すべくプログラム
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の拡大策を打ち出し（拡大HIPCイニシアティブ），同年9月末，拡大HIPCイニシアティブに合
意した。
　だが，HIPCイニシアティブを受け入れ債務救済適格国と認定されるためにはIMF・世銀が推
奨する構造調整政策を遵守し，通常3年間にわたる良好な業績と貧困削減戦略ペーパー（PRSP：
Poverty　Reduction　Strategy　Paper）（経済・社会開発計画）の策定・実施などの条件を満たすこと
が求められる37。構造調整政策の最大の目的は，コンゴのような瀕死状態の経済を蘇生するため国
外民間資本の流入を促進し，経済を活性化することにより債務返済を可能にすることにおかれてお
り，PRSPを受け入れた国の政府は，国外からの民間資本を誘致するため，自由化とインフラ整備
を求められる（福田［2004：182］）。PRSPはHIPCイニシアティブの適応とともに国際開発協会
（IDA）融資の判断材料として世銀・IMFが途上国政府に作成を要請している文書であり，世銀の
国別支援戦略（CAS：Country　Assistance　Strategy）およびIMFの貧困削減成長ファシリティー
（PRGF）のベースとなる38。
　コンゴは2003年7月，IMF・世銀の拡大HIPCイニシアティブの基準に従って，27力国目の債
務救済措置適用国として約100億ドルの債務救済の適用を受けることで合意した（IMF［2004：
5］）。図5に示される通り，2003年末のコンゴにおける累積債務残高は106億ドルで，GDPの190
％に達しているが（IMF［2004：18］）39，債務救済措置が実施されれば同国の対外累積債務残高
（現在価格）の約80％が削減されることになる。だが，ルードマソの指摘によれば，重債務国47力
国（41力国＋認定外の6力国を含む）は依然として莫大な額の債務と厳しい貧困に陥っており，
4，220億ドルの対外債務のうちおよそ2，910億ドルは返済不可能と考えられる。ところが公的融資機
図5：コンゴ民主共和国の累積債務残高とDSR
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関が帳消しを約束している額は現在までのところ，2000－2001年のおよそ200億ドルを含めて，お
もにHIPCイニシアティブを通じたわずか330億ドルでしかないと指摘している40。ちなみに2003
年7月までにHIPCイニシアティブで削減された債務は400億ドルであった。
　しかし，例え債務救済が行われたとしても，コンゴの外貨収入源は一次産品の輸出でしかない。
従ってコソゴが抱える債務問題を根本的に解決するためには，同国の経済構造を考慮しなければな
らない。そうでなければ，アフリカ諸国で最初にHIPC・イニシアティブの適用を受けたウガソダ
のように，一時的に債務額は減少しても（1998年34億ドルから2002年6月には24億ドルに減少し
たが，2003年には利子を支払うために借り入れを行い債務額は38億ドルへ増大している），持続可
能な経済成長が約束されるわけではない。すでに経済政治構造が徹底的に崩壊した社会構造をもつ
コンゴにおいて，国家が存続していくためには当面のところ経済的な対外依存を続けていくしか道
はない。農産物や資本財・中間財を輸入するための外貨を獲得するためには鉱物資源や森林伐採に
よる木材（とくにマホガニー材）を先進国向けに輸出しなければならない。その一方でIMF・世
銀は債務削減と引き換えにやっと和平が実現したコンゴに対し市場自由化と民営化を同国に迫って
いる。結局は天候や世界市場の価格変動に柔軟な対応ができない一次産品輸出に特化した経済構造
から脱出の見通しは同国には全くない。
（5）冷戦終結の影響
　以上，植民地独立から内戦終結までのコンゴの政治経済状況を概観した。冷戦時代，アフリカ
は西側諸国にとってソ連との対決の場であり，西側に組する陣営を支援してきた（大林［2003：
8］）。冷戦終結がもたらしたアフリカ諸国への影響の検討については別稿で検討するが，本稿との
関連でいえば，西側陣営にとってコンゴは反共産主義陣営の緩衝地としての重要な戦略的拠点であ
り続け，モブッが30年以上にわたって独裁政権を維持し続けることができたのもこうした冷戦構
造の存在が「虚栄の権力者」を延命させた一つの要因といえる。すなわち，モブッ大統領が行った
国内資源の無法な収奪，国内政治での反対勢力に対する容赦のない粛清や言論統制は，その背後に
ある国際的パワーバラソスによって事実上放置され，利用された。冷戦終結は，こうした均衡バラ
ンスの崩壊を導いたが，同時にこれまで辛うじて支えられてきたアフリカ国家のアイデンティティ
自体も危機に晒され，コソゴ国内では「権力の真空状態」が生じた。米ソ超大国による暗黙の脅威
のもとでは，周辺国はコソゴに眠る豊富な鉱物資源の利権の獲得を直接的な目的とすることはでき
なかったが，「権力の真空状態」はそれを可能にした。同時にこれまで群雄割拠していた地方武装
諸勢力は，権力不在の陥穽をつき蜂起の機会を見いだし，欝積していた国内矛盾が暴発したとも受
け取れる。コンゴの第2次内戦勃発は，以上のような冷戦崩壊の影響が大きく起因しているので
はないだろうか。加えて，冷戦終結により東欧諸国を中心に大量の小火器・軽火器がアフリカに流
入したこともアフリカで紛争が多発した原因の一つに挙げられる。冷戦終結の結果，過剰となった
武器ストックは負の遺産として安価な値段でアフリカに流出し，旧ソ連製のAK47自動小銃（カラ
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シニコフ）を筆頭に軽量で持ち運びが容易なうえ殺傷力が高く，軍事訓練が未熟な者でもすぐに使
用することができる。Small　Arm　Survey（2003）の年次報告によれば，現在世界全体に存在する
小型武器の数は6億3，900万挺で，米国だけで2億3，800万～2億7，600万挺（100人につき83～96挺
に相当），EU15力国が所有する武器は8，400万挺（うち80％の6，700万挺iは民間が所有），サハラ以
南のアフリカ44力国で所有されている小火器の数は3，000万挺と推算されている（Small　Arm　Sur－
vey［2003：58］）。世界の98力国，1，134社が何らかの形で小火器の生産に携わっており，国際武
器市場で圧倒的な優位を保つ米国とロシアは2力国だけで世界全体の70％以上の軽・小火器を生
産している（Small　Arm　Survey［2003：1］）。小型武器の不法取引は年10億ドルに達し，小型武
器取引高全体のうち，最大で20％を占めている（ダソスミス［2003：32］。こうした不法な武器取
引を規制するアフリカ諸国の足取りは重い。2000年3月，東・中部アフリカ諸国外相会議（ナイ
ロビ）が開催され，大湖及び「アフリカの角」地域での小・軽火器の不法取引防止を含むナイロビ
宣言が調印された。同宣言では，小火器輸送や取引に関して法的規制の強化を調印国に要請してい
るが，当該政府に不法取引の監視義務を課しているわけではなく実効力に乏しいのが現状である
（Maria　Haug　et　all［2002：15－17］）。また，2000年12月にはOAU（アフリカ統一機構）閣僚会議
（53力国が参加）で小・軽火器不法取引，流通，密売に関するバマコ宣言が打ち出されたが，政府
が許可する小火器取引の報告義務を含め何ら具体的な義務は規定されていない。こうしたなか，ア
フリカでは小型兵器の拡散によって国の将来を担う人的資源の育成に甚大な影響をもたらしてい
る。たとえば，コンゴ民主共和国では，5歳から14歳の少年のうち3分の1が教育を受けられずに
いる。特に激戦（95～96年）が展開された北部キブでは，68％の子供が就学していない。同国東
部のジュグでは，内戦によって99年以降，228の学校のうち211校が破壊された。
　かかる歴史的文脈から「紛争ダイヤモンド」問題を再考してみれば，コソゴが抱える問題の重要
な一側面は，歴史的に形成されてきた国内外システムの構造的欠陥がその背後には横たわってお
り，そうした問題の解決こそが本質課題であって，「紛争ダイヤモソド」問題は絶望的なまでに腐
敗した政治経済構造から表出した問題群のひとつに過ぎない。誤解を省みずにいえば，「紛争ダイ
ヤモンド」問題を毛皮の不買運動でみられたような消費者への唱導だけに終わらせるのではなく，
アフリカの民衆を犠牲にして高収益な商品連鎖を実現し不当な利益をあげることを可能にしている
多国籍企業や先進国のダイヤモンド業者を中心とする国際経済システムのありかたこそが問われな
ければならない。
おわりに
　以上指摘してきた通り，「紛争ダイヤモソド」問題に対する国際的な関心が高まっているが，こ
こで重要な点は，アフリカ諸国が抱えている根本的な問題が紛争ダイヤモンドの解決（キンバリー
・プロセス）によって真に解決されるのかということである。「紛争ダイヤモンド」問題が表象し
ているのは，アフリカの鉱物資源を採掘し，海外市場に輸出することで外貨を獲得し，その外貨を
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政府に反旗を翻す武装勢力が軍事活動を行うための資金源として利用するという図式である。確か
にこのこと自体，「罪のない」多くの人々（老若男女を問わず）が犠牲となり，国内イソフラ設備
の破壊や国民経済の崩壊を招いていることは事実であり，そうした問題を阻止するうえで，NGO
や国連が中心となって国際世論を動員したことは極めて意義深いことである。
　しかし，「紛争ダイヤモンド」問題は反政府勢力の武装強化と内戦の長期化を生み出す原因であ
り，アフリカの紛争問題を解決・予防する有効な一手段となりえるとしても，不当な利権獲得を目
指して権力を奪取しようとする国家間，諸勢力間の権力闘争やモプッ独裁政権が生み出したエリー
トネットワークを中心とする広範な腐敗構造を根絶する手段とは必ずしもなりえない。「紛争ダイ
ヤモンド」問題自体はキンバリー・プロセスの進展によって具体的な解決方向に向かっているが，
分かちがたく結びついた不法採掘一武器密輸一紛争スパイラルの悪循環の構造は一向に断ち切られ
ないことが明らかとなってきている。
　国連（2003年）は，不法採掘に終止符を打つためにコンゴの中央政府と行政機構の整備を正し
い道程への重要な一歩ととらえ国家をコントロールできる強力な中央政府が民主的に選ばれること
に期待している。だが，2003年6月に暫定移行政権として誕生した国民統一政府は，いわば生ま
れたばかりの政府であり，その内実はかつての反政府勢力を含む4人の副大統領とカビラJr．大統
領で組織されたアマルガムである。こうした政府が軌道に乗るためには国際社会の同国に対する積
極的で粘り強い取り組みが必要である。国連は2003年6月28日，安保理決議1493号を経て緊急多
国籍軍（Interim　Emergency　Multinational　Force）を同国に派遣した。
　最後に本稿を総括して以下3点を指摘しておきたい。第1に，アフリカの鉱物資源の問題はダ
イヤモンドに限ったものではなく，その他の希少金属，金や銀，銅，コルタン，石油といった一次
産品の輸出によってそれを資金源に武装勢力が軍事活動を継続することは可能である。実際，コン
ゴでは「紛争ダイヤモンド」問題のほかに「紛争コルタン」，「紛争木材」（Con且ict　Timber）とい
った問題が近年報告されている（Hayes　H．　and　Burge　R．［2003］，　Thomason　J．　and　Kanaan　R．
［2003］）。この点に関してデビット・フランシスは以下のように述べている。「国際社会は紛争ダ
イヤモンドやその他の戦争経済の側面や不法貿易との関係について大きな注意を払っていない。木
材や農産物（コーヒー）は反政府勢力の武器購入資金となる。…（中略）…。こうした一次産品は
アフリカの内戦地域に武器を輸送することを促進している。確実な点は，ダイヤモソドだけが内戦
の勃発の火種ではないということである。だれも武器の密輸や麻薬の売買がアフリカの戦争の資金
源となっているとは言っていない。紛争ダイヤモンドに対する過度な問題の取り上げ方，西欧諸国
が最も懸念しているのは，消費者のバックラッシュ及び武器産業のバックラッシュから正規ダイヤ
モンド取引を保護することである。両取引ともに数10億ドル単位のビジネスであり西欧諸国経済
で重要な位置を占めている」（Francis　D．［2003］）。第2に，こうした地下天然資源を中心とする
第1次産品の輸出収益に偏重したアフリカの奇形的な経済構造の特徴こそが問題であり，交易条
件の悪化と国際市場の価格変動に常に国民経済が翻弄される脆弱な国内産業基盤の遅れが指摘され
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なければならない。IMF，世銀を初め，移行プロセス支援に向けた金融支援が計画されている。
本稿で触れたように，IMF・世銀はコソゴを拡大HIPCイニシアティブの適用国に認定し，債務
帳消しと金融支援を条件に即座の構造改革（市場自由化）を同国に迫っている。第一次産品輸出が
輸出全体の7～8割を超し，製造業基盤が完全に崩壊した同国に対し，国際機関は同国の民営化と
市場の自由化を迫っている。過去の経験が示す通り，窃盗国家（Kleptocracy）や腐敗の構造が解
消されない限り，外国投資の促進や経済の自由化は強力な国家構造を構築するのとは裏腹に脆弱な
国家基盤を生み出すことにつながりかねない。同国の問題は拡大HIPCイニシアティブとIMF・
世銀が要請する構造改革では解決されないばかりか基本的な食料品やあらゆる消費財を輸入に依存
する同国では，例え債務が帳消しされたとしても再び累積債務が増大する可能性がある。第3
に，アフリカの希少金属から如何にして利益を得るかに専心しているのは，世界で最も貧しいアフ
リカ諸国に巣食う多国籍企業であり，ほしいままに権力を行使している腐りきったアフリカの指導
老とその周辺のクラソである。社会主義国家建設の希望に燃えたルムンバは，ベルギーを中心とす
る国際社会をバックにつけたモブッによって暗殺された。有能でアフリカを真の独立・自立に導く
指導者が創出されないのは，アフリカ諸国の問題ばかりでなく，腐敗する構造を維持する先進諸国
との癒着関係こそが問題にされなければならない。武装勢力においては，そうした腐敗構造に陥っ
た政府を打倒するため，国家の改革を目指す場合もあり，その点において，「紛争ダイヤモンド」
問題に散見されるような武装勢力＝諸悪の根源という一元的論理を超えた慎重な議論が必要とされ
る。すなわち，キンバリー・プロセスの最大の焦点は，「紛争ダイヤモソド」問題を端緒としてコ
ンゴ国内で蔓延する政治エリートによる国家の私物化とその機能不全，先進国政府と多国籍企業と
のもう一つの環を断ち切るために国際社会の対応であり，例え武装勢力の資金源が完全に断絶され
たからといって，当該政府自体が，先進国や多国籍企業と汚職にまみれた関係を継続する限り，ア
フリカの民衆の生活が改善されるわけではない。
注
1以下では，煩雑を避けるためとくに断らないかぎり，コソゴ民主共和国（首都キンシャサ）についてはその
　時代にかかわらずコンゴと，コソゴ共和国（首都ブラザヴィル）についてはそのままコンゴ共和国と表記す
　る。
2本稿では，アフリカ53力国のうち，北アフリカ5力国（アルジェリア，モロッコ，チュニジア，リビア，エ
　ジプト）を除いた48力国を指してサハラ以南アフリカ諸国とする。
3平野（2002）は，アフリカ諸国の輸出構成を国別に比較検討している。産油国ガボンとコソゴ共和国の原油
　輸出はGDPの45％を占めている。ボッワナではダイヤモソド輸出の比重がGDPの37。5％に達している。平
　野はこうしたアフリカの産業構造を「鉱産物輸出に多くを依存するアフリカにおいてはその他開発国のよう
　に輸出を伸ばしていける製造業基盤が不在であって，労働力資源を活用できる農業輸出は，一般に著しく停
　滞しているのである。相対的に大きな製造業輸出や農産品輸出を実現しているのは，モーリシャス，コート
　ジボアール，スワジランドといった一部少数の国に限られている」と述べている（平野［2002：86－88］）。
4第3位は欧州78億ドル（14％），アジア太平洋諸国28億ドル（5％），アジア中東地域22億ドル（4％）であ
　る（Global　Witness［2000：3］）。
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5アンドリュー・コックバーン，2002・「紛争ダイヤの悲劇　アフリカ」『ナショナルジオグラフィック日本版』
　2002－3，pp．40－69．
6アンドリュー・コックバーン，2002・「紛争ダイヤの悲劇　アフリカ」『ナショナルジオグラフィヅク日本版』
　2002－3，pp。40－69．
7ダイヤ取引の中心地アントワープでは駅周辺に1500軒以上のダイヤモンド業者がひしめき，3000人のディー
　ラーが存在するといわれている。残りの20％はロソドン，イスラエル，ニューヨークなどの取引所を経由す
　る。
　別府正一郎「豊かな資源が紛争をもたらす一シェラレオネ・紛争ダイヤモソドを追う一」『世界』2001．3，p．
　256．
8こうした独占過程でデビアス社が巨額の収益をあげてきたことを指摘しておかなければならない。例えば，
　ボツワナのジュワネン鉱山のキンバリーライト鉱脈で採掘しているデビアス社の年間の採掘コストは約9000
　万ドルであるが，原石の売上は年10億ドル以上になる。
　　しかし近年，CSOを経由しないダイヤモソド原石流通が拡大しつつある。ロシアやアフリカの密輸品が市
　場に出回ったこと，またオーストラリアやカナダなどのダイヤ産出国が独自の流通経路を利用するようにな
　ったことなどがその理由である。結局，デビアス社は，2000年7月に，ダイヤモソド原石の独占的買い付け
　政策の放棄を発表した。
　デビアス社の歴史については以下を参照した。
　ダイヤモンド産業とデビアス社（http：〃www．nihongo．com／diamond／kihon／diamdebe．htm），
　広河隆一／パレスチナ・ユダヤ人問題研究会編，1986．『ダイヤモソドと死の商人一イスラエルの世界戦略一』
　三友社　pp．80－84．
9武内（2000a）は，こうした「紛争ダイヤモンド」の定i義に着目し，問題を反政府武装勢力の違法なダイヤ
　モソド取引に限定することは問題の媛小化につながると批判しており，当該国政府の正統性や国家の公的資
　源の管理の問題を指摘している。本稿は同氏の問題提起に基づき，「紛争ダイヤモソド」問題の枠を超えて
　コンゴの政治経済構造がかかえる本質的な欠陥を検討することを課題としている。
lo　Kinberly　Process　Working　Document，1／2002，20　march　2002．
11Netherlands　lnstitute　for　Southern　Africa（NIZA），Netherlands　Organization　for　lnternational　Development
　（NOVIB），Medico　International　in　Germany．など。
12現在世界中の多くの人々がダイヤの婚約指輪を贈るのはあたかも欧米の伝統的な習慣であるかのように信じ
　ているが，ダイヤモソドリングと婚約指輪を結びつけたのは1968年，デビアスが世界最大の広告代理店J・
　ウォルター・トソプソン社を使って大キャンペーソを打ったからであり，デビアスのマーケティング戦略が
　功を奏して世界中の人々の心を捉えたのである。
　守誠「ダイヤモソド・カルテルは崩壊するか」『世界週報』1994．2．22，p．33．
13日本での「紛争ダイヤモソド」問題の報告ではシェラレオネの内戦をルポしたものが圧倒的に多い。それは，
　革命統一戦線がシェラレオネの支配地域での現地住民に対して無差別に行った掠奪や四肢切断，耳を削ぐと
　いった非人道的な残虐行為や少年兵の徴兵といった事実が国際社会，ひいては日本社会や報道関係におおき
　な衝撃を与えたためと考えられる。革命統一戦線が行った残虐行為を報道し問題として取り上げることは重
　要であるが，コンゴやアンゴラ内戦の悲劇は紛争の規模や犠牲者数の深刻さ，凄惨さの点で引けをとらない
　が日本で報じられる情報は極めて限定されているのが現状である。
　　なお，停戦後のシェラレオネをルポしたものとしては，菅生うらら「シェラレオネ内戦とダイヤモンド」
　『月刊アフリカ』アフリカ協会，40（10），2000．10．，岸田圭司「ダイヤモンドに翻弄される西アフリカの小
　国」『アジ研ワールド・トレンド』No．71（2001．8），吉田鈴香「シェラレオネ／内戦の終わりとゲリラ兵た
　ち」『アジ研ワールド・トレンド』No．82（2002，7）（フォト・エッセイ），岸田圭司「紛争ダイヤモンドー
　シェラレオネ」『月刊自治研』2002．3などがある。また，フィクショソであるが生々しい戦争の悲惨さと少
　年兵の現状を皮肉とユーモアを込めて描いた作品として以下を挙げておきたい。Ahamdou　Kourouma，2000．
　Allah　n　’est　pas　oblig9，6dition　seuil（邦訳：真島一郎，2003．『アラーの神にもいわれはない一ある西アフリカ
　少年兵の物語』人文書院）．
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14Global　Witness，　press　release，2003．11．23．
15ActionAid，　Amnesty　Intemational，　Global　Witness，　Oxfam　Intemational，　Partnership　Nrica　Canada，　World
　Vision。
162002年3月の合意で，キソバリー・プロセス証明として積荷に含まれるダイヤモソド原石はダイヤモソド原
　石に関するキンバリー・プロセス国際証明条項に遵守して載積されたとの記載することが可決された。
17キンバリー・プロセスの進行については以下を参照。http：／／www．kimberleyprocess．com
l80ther　Facets，　news　and　views　on　the　international　effort　to　end　conflict　diamonds，　No．6，　may，2002．
19Global　Witness，　press　release，2003．11．23．
20国連の指摘した12力国はブルンジ，ルワンダ，ウガンダ，ジソバブエ，アンゴラ，中央アフリカ共和国，ケ
　ニア，モザンビーク，コンゴ共和国，タソザニア，ザソビアである。
21とくに鉱物資源を利用したアフリカ諸国の腐敗した関係はさまざまな呼び方があるが，本稿では国連が使用
　する広い意味での汚職関係を指してエリートネットワークと呼ぶ。Grobal　Corruption　Report（2001）では，
　特にダイヤモソド貿易に絡んだ闇の武器商人，国際組織犯罪と政府高官，大統領との腐敗関係をパトロン・
　ネットワークと呼び（Grobal　Corruption　Report［2001］），武内（2003）は「新家産制国家」論や「擬似国
　家」論を援用してアフリカの国家機構を利用した私的利益の追求構造をパトロン・クライアント・ネットワ
　ークと名付けている。
22Africa　Research　Bulletin，16．oct．－15．nov．2003，　p．1546．
23誰がルムンバを処刑したかに関しては長い間論争されてきたが，2002年ベルギー政府は正式にルムンバ処刑
　の事実を認めた。また，ハイチ出身のラウル・ペック（Raul　Peck）監督の映画作品『ルムンバの叫び』
　（Lumumba）（2000年カンヌ国際映画祭正式出展作品）では，冒頭シーンでベルギー人がルムンバの遺体を
　ドラム缶で焼くシーンが挿入されている。
24『略奪元帥の終焉』Le　Monde，1997．05．20．
25『略奪元帥の終焉』Le　Monde，1997．05．20．
26『国家略奪によって40億ドルの富を築いたモブッ元帥の真実』Le　Monde，1997．05．18／19．
27『国家略奪によって40億ドルの富を築いたモブッ元帥の真実』Le　Monde，1997．05．18／19．
28戸田真紀子はモブツのような腐敗した独裁者が30年も政権に居座ることができた要因の一つとして国際社会
　の責任を挙げている。モブッ政権の崩壊について，「冷戦の終結でアフリカの同盟国に対する援助は減少し，
　独裁者はクライアントに配る資源が減って，自分の城を守ることができなくなった。これが独裁政権崩壊の
　一つの理由である。しかし，冷戦がなくなっても，利権がある限り大国の介入は続く」と述べている（戸田
　［2000：100］）0
29他方，IMFの統計によれば，同期間の輸出総額は107億ドルに過ぎず，巨額の資金が流入先不明のまま闇に
　消えていった。
30コソゴだけでも120万人のフッ難民が流れ込んだとされる。
31カビラ将軍がこれほどまでに迅速にモブツの武装勢力を打倒することができたかについて，南アフリカ安全
　保障研究所のフセイン・ソロモンは，政府軍の士気の低さ（もともと国内に敵対者がいない状態で設立され
　た軍隊であった），ザイール人の民族意識の高揚に失敗したこと（モブッ大統領に対する国民の不信），モブ
　ツ大統領による外交の失敗などを指摘している。
　フセイン・ソロモン，1997．「ザイールからコンゴ民主共和国へ一ポスト・モブッ体制の行方一」『月刊アフ
　リカ』No．38，　p．28．
32フセイン・ソロモソ，1997．「ザイールからコソゴ民主共和国ヘーポスト・モブッ体制の行方一」r月刊アフ
　リカ』No。38，　p．29．
3390年代，紛争多発地帯と特徴付けられるアフリカ大陸では，シェラレオネ，ソマリア，ブルンジ等，数多く
　の紛争が勃発した。継続的な戦闘を伴わない「単発的なクーデター」や分離独立運動を除き継続的かつ広域
　的に展開された比較的規模の大きな戦闘は主要なものだけでも16件にのぼる。
　佐藤章，1999「資料　図表でみるアフリカの主要な紛争」，『アジ研ワールド・トレンド』No。43，1999．3，
　PP．4－5．
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　こうした内戦，ジェノサイドのうちコソゴ周辺国だけをみるならば，1994年のルワンダのジェノサイドでは
　80万人が民族浄化のために虐殺され，その後フッ難民，民兵，市民の30万人がコンゴで殺されている。93年
　にフッがブルンジ政権iを掌握した際には少なくとも20万人のッチが虐殺されている（Young　C．［2002：13－
　14］）。
34統計で把握しきれない犠牲者数を考慮した場合，300万～470万人が死亡したと推定している。またIRCが
　2001年に行った調査では，紛争勃発時（1998年8月）から2001年4月までの間に約250万人が死亡している
　が，多くの場合，戦争難民，極度の貧困，社会インフラの欠如やもともとの農業生産を駆逐されて難民生活
　を強いられたことによる栄養不良，医療施設の欠如による感染症（マラリア，赤痢）による病死が死因とな
　っている（IRC［2003：13］）。
35選出された4人の副大統領はそれぞれコソゴ自由運動（MLC：Mouvement　de　lib6ration　du　Congo，　Jean－
　Pierre　Bemba），民主化のためのコンゴ連合（RCD－Goma：Rassemblement　congolais　pour　la　D6mocratie，
　Azarias　Ruberwa），政府（Abdoulaye　Yerodia），非武装の反政府勢力代表（Arthur　Zahidi　Ngoma）であり，
　反政府勢力との均衡を図ったかたちとなった。
　L　’Etat　de　l’Afrique　2004，　Jeune　Afrique　1’intelligent，　Hors－S6rie　N°6，　pp．202－204．
36貧困削減戦略書（PRSP）に関しては，以下を参照。
　牧野耕司，足立佳菜子，松本歩恵「貧困削減戦略書（PRSP）とは一「貧困削減に関する基礎研究」報告書
　から一」『国際協力研究』Vol．17　No．2，2001．10，　pp．　21－22．　IMF貧困削減・成長ファシリティー（PRGF）
　に関しては（http：／／www．imf．org／external／np／exr／facts／jpn／prgfj．htm）を参照。
37世界銀行HIPCサイト（http：〃www．worldbank．org／hipc／），（IMF　and　IDA［2002］）を参照。
38HIPCイニシアティブは「決定時点」（DP）と「完了時点」（CP）の2段階の構成となっている。第1段階
　となる最初の3年間に，重債務貧困国は世銀とIMFの支援を受けて調整プログラムを実施し，適切な経済
　政策運営と持続的な貧困緩和の実現に努力する。3年間の終わりに，パリクラブによる既存スキームの適用
　（ナポリタームに基づく最大67％削減に相当するストック・リスケの実施）により債務水準が持続可能なも
　のかどうかを，債務持続可能性分析の結果に基づき国際社会が判断する。このスキームの適用によっても債
　務水準が持続可能ではなく，更に強力な債務救済措置が必要と判断された場合，第2段階として新たな調整
　プログラムが実施され，債務国が実績をあげ条件を達成した時点（完了時点）で，債務救済が実施される。
39うち35％が多国間債務，62％が2国間公的債務，3％が民間債務となっている。
40デヴィット・マリン・ルードマン（2001）（www．WorldWatch－Japan．org）。
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